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1. はじめに 

石川 裕彦 

 

気象水象災害研究部門では、災害発生の原因となる気

象外力、とりわけ降水現象の解明を担当した。そして、

①レーダー雨量解析とメカニズム解析、②過去豪雨事例

との比較及びメソ気象モデルによる再現性や豪雨要因の

調査、③ 豪雨発生期における東アジア域での大気循環

場の特徴及びその予測可能性、をテーマに研究を進めた。 

第 2 章では、国土交通省のレーダー観測網である

XRAIN データを解析し、総雨量分布はもとより、降雨

の刻々の変化を明らかにした結果を示す。 

第 3章では、計算シミュレーションでどこまで現象を

再現できるかに挑戦した。最も細密なメッシュ間隔を

166 ｍ とした超高分解能シミュレーションにより、地形

の細かな起伏や積乱雲の内部構造を詳細に表現する再現

計算を試みた。この高分解能シミュレーションにより、

停滞する線状降水系を再現し、福岡県の豪雨発生地域で

500 mm程度の総雨量を再現することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4章では、過去の降水事例との比較を行った。前半

では、過去の準停滞性線状降水系の発生事例の統計的研

究結果を参照し、今回事例の特徴を議論する。後半では、

豪雨発生の背景となる総観規模スケールの気象場に着目

し、豪雨発生地域の風上側に当たる九州西側の海域を対

象に、大量の水蒸気を輸送する下層の暖湿な南西風と、

豪雨発生のトリガーとなる中層の寒気との関係を、過去

60年間の再解析データを用いて調べた。 

第 5章では、発展研究として、今回の集中豪雨が温暖

化した環境下で発生した場合を想定した擬似温暖化実験

を実施した結果を記載する。 

最後に、将来に向けた研究項目、未来像に言及した。 
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2. 気象レーダーを用いた豪雨解析 

中北  英一･山口 弘誠 

 

近年増加する集中豪雨や局所的な大雨による水害や土

砂災害等に対して，適切な施設管理や防災活動等に役立

てるために，2010年以降Xバンド偏波ドップラーレーダ

ーのネットワーク観測によるレーダ雨量情報が国土交通

省から提供されている．さらに2016年7月からは配信エ

リアが大幅に拡大されていて，通称XRAIN (eXtended RA-

dar Information Network)と呼ばれている．九州エリアにお

いても図-2-1 に示すように 7 機のレーダーが配備されて

いる．また，XRAIN に加えて，従来より日本全国に配

備されているCバンドレーダーに関して，九州北部エリ

アをカバーする釈迦岳レーダーも近年偏波機能を持つレ

ーダーに更新されている．偏波機能を有するレーダーは，

受信強度に加えて，偏波間位相差変化率という観測パラ

メータを測ることができ，この観測パラメータは雨滴粒

径の情報を含んでいることから，高精度に雨量を推定す

ることが可能である． 

 

 
 

図-2-1 九州地方におけるXRAINの配置図 

 

 

 

 また，本事例では地形の影響も大きいため，図-2-2 に

九州北部地域の標高地形図を示す．朝倉市は福岡県の中

南部である筑後地域に位置しており，脊振山地と三郡山

地の間に存在している．脊振山地は福岡県と佐賀県の県

境にまたがる山地であり，標高 800mから 1000m程度の

山が多い．三郡山地は全長 60kmで標高 700mから 900m

程度の山が多い．脊振山地の南側には標高の低い平野が

広がっており，有明海に面している． 

 

 

 

 
 

図-2-2 九州北部地域の地形．国土地理院デジタル標高地形

図を加工して作製． 

 

 さて，図-2-3にXRAIN観測から得られた2017年7月5

日における地上降水強度と 3次元レーダー反射強度を示

す．12 時頃から朝倉市において東西方向に延びる線状

の強雨域が観測され始めて，図に示すように 21 時頃ま

で継続していた．線状降水帯とは，一般的に 5～10個程

度の積乱雲が線状に連なって発生しており，本事例にお

いても同様の傾向が見られた．線状降水帯の先端部分は

背振山地の東側で見られ，末端部分は朝倉市や日田市ま

で連なっていた．一つ一つの線状降水帯の寿命はおよそ

数時間程度であったが，次々と新たな線状降水帯が形成

され，トータルで 21 時頃まで継続していたことがわか

った．特に，14時～20時頃においては，2つの線状降水

帯が南北に並んで形成されており，その両者の末端部分

が共に朝倉市や日田市で合流していたこともあり，その

エリアで豪雨がもたらされたと考えられる．例えば，14

時頃から線状降水帯が朝倉市周辺に 2本存在しており，

北に発生した線状降水帯Aが南下しながら南に存在して

いた線状降水帯Bと併合して，15時には一本の線状降水

帯Cが形成された．この後，脊振山地の異なる地点から

線状降水帯Dと線状降水帯Eが発生していたことがわか

った．その線状降水帯が併合や分裂を繰り返しながらも

常に朝倉地点に降雨域が停滞していたため，朝倉地点に

長時間雨が降り続き甚大な被害が発生した．また，積乱

雲の雲頂高度を調べると時には 15km 以上を記録してお

り，非常に対流活動が活発であったと考えられる． 
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図-2-3（前半） 11時～16時におけるXRAINによる (a) 地上降水強度，(b) レーダー反射強度の 3次元分布（南側からの視点），

(c) レーダー反射強度の 3次元分布（西側からの視点） 
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図-2-3（後半） 図-3の続き（17時～21時まで） 
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国土交通省ではXRAINとCバンドレーダーの合成雨量

（以降，C-X合成雨量）というプロダクトを2017年より

作成しており，XRAIN との比較を行う．図-2-4 に 17 時

における XRAIN と C-X 合成雨量をそれぞれ示す．いず

れも偏波情報を使っているためにほとんど強度に違いは

無いように見えるものの，南側の線状降水帯でわずかに

強度や降雨エリアが異なっていた．XRAIN の降雨強度

算定手法は基本的には降雨による電波減衰によらない手

法が用いられていることがメリットであるが，本事例に

おいては，減衰量が極めて大きく完全に電波が消散して

しまったエリアがあった（2 本の線状降水帯の内，南側

にある線状降水帯の東側領域）．このエリアにおいて

XRAIN と C-X 合成雨量に差が見られていた．XRAIN で

は電波が消散しきっていて測れていないため，C-X 合成

雨量の方が精度が高いと考えられる． 

図-2-5に 7月 5日 4時～21時までにおけるレーダー解析

による積算雨量分布を示す．図-2-5(a)には300mm以上の

エリアを色づけしている．総雨量として 700mm を超え

るエリアがあり，梅雨期の集中豪雨としては極めて積算

雨量の大きな事例であったと言える．北緯 33度 24分付

近に東西方向に延びるラインと，北緯 33度 30分付近 

(a) 

 
(b) 

 
図-2-4   17:00におけるXRAINとC-X合成の降雨強度の比較． 

(a) XRAIN，(b) C-X合成． 

 

から少し右肩下がりで東西方向に延びるラインの 2つの

ラインを確認することができ，前述した 2本の線状降水

帯が存在していたことを示唆している．図-2-5(b)には国

土地理院発表の土砂崩壊エリアを赤色で示しており，雨

量が 650mm 以上のエリアと非常によく対応しているこ

とが確認できる． 

以上，気象レーダーを用いた解析から明らかになった

主な事項は下記の通りである． 

 7 月 5 日の 12 時～21 時頃にかけて，複数の線状降

水帯が発生していた．時折，2本の線状降水帯が南

北に並んで形成されており，両者の末端部分が朝

倉市・日田市で合流しており，豪雨をもたらした． 

 国土交通省のレーダープロダクトである XRAIN と

C-X合成雨量を比較した結果，電波が完全に消散し

てしまうほどの強雨があった本事例においては，

C-X合成雨量が高い精度であったと考えられる． 

 7月5日の4時～21時の積算雨量は700mmを超えた

エリアがあり，梅雨の集中豪雨としては極めて特

異な事例であった． 

 朝倉市の土砂崩壊エリアは積算雨量 650mm 以上の

エリアとよく対応していた． 

 

(a)

 
(b) 

 
 

図-2-5 (a) 7月 5日 4時～21時までにおけるレーダー解析に

よる積算雨量分布，(b) 国土地理院発表の朝倉エリアにおけ

る斜面崩壊エリア．(a)の赤色点線で囲った領域が(b)の領域

と対応している． 
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3. 数値モデルによる豪雨現象の再現性 

竹見 哲也 

 

(1) はじめに 

今回の九州北部で発生した豪雨災害では，九州北部の

アメダス観測によれば，時間雨量が最大 129.5 mm（朝倉

地点），3時間雨量が最大 261.0 mm（朝倉），24時間雨

量が最大 545.5 mm（朝倉）を記録する集中豪雨が発生し

た．こういった豪雨による災害を定量的に評価するため

には，可能な限り定量的に正確な雨量情報を入力とする

河川流出や土砂流出の評価が求められる．定量的な気象

情報が災害影響の評価には極めて重要である 1), 2), 3)．宮脇

ら 4)は，伊勢湾台風時の淀川流域圏での豪雨による淀川

での水害影響評価のため，様々な経路を取る仮想台風に

よる降水データを用い，淀川の流出計算を行った．流出

量は台風の経路によって大きく変化し，実際の伊勢湾台

風の経路に近い場合に最も流出量が多くなることを示し

た． 

今回の九州北部豪雨による災害影響を評価するために

は，雨量の定量的な表現が大事である．一方，気象予報

における雨量の定量予測はまだ発展途上であり，気象予

報モデルによる豪雨の再現は多くの課題が残されている．

九州北部豪雨のような極端な雨量は気象モデルで定量的

に再現できるものなのか，再現できたとすればそれほど

の雨量はどのような物理過程で生じるのか，といった点

が研究としてチャレンジングである．本研究では，こう

いった点について領域気象モデルを用いた高分解能数値

実験により明らかにする．洪水や土砂災害の発生を的確

に把握するためには，雨量の定量評価が重要であること

から，本研究では，災害影響評価に資するため豪雨の定

量的な表現性を調べることを主眼とする． 

 

(2) 気象モデルによる数値実験 

a) 数値モデルの設定 

本研究で用いた数値モデルは，Weather Research and 

Forecasting (WRF)モデル（Advanced Research WRF; ARW）5)

バージョン 3.6.1 である．平成 29年 7 月九州北部豪雨と

いう実事例を対象としたシミュレーションをするため，

WRF の物理過程（接地層フラックス，境界層混合，雲

微物理，大気放射，陸面過程）を設定した． 

本研究ではネスティング機能を用いることにより，最

も外側の低解像度領域の空間格子間隔を 4.5 kmとし，こ

の計算領域から注目する九州北部まで分解能を上げてい

った．低解像度領域でも解像度を 4.5 kmとすることによ

って，積雲パラメタリゼーションの使用を回避した．積

雲パラメタリゼーションを使用しないことで，対流活動

が陽に表現されることになる．4.5 km という格子幅は，

積雲パラメタリゼーションの有無を判断するにはマージ

ナルではあるものの，Weisman et al.6)は 4 km程度の格子幅

ならば非静力学のダイナミクスを表現することが可能で

あることを示した．本研究では，梅雨前線という総観規

模の強制力が作用するという環境場の条件は 4.5 km格子

幅でも十分に表現可能であると判断し，積雲パラメタリ

ゼーションは使用しないこととした． 

計算領域は，4 段階ネスティングにより，第 1 領域

（Domain 1）から第 4 領域（Domain 4）まで設定した．

Domain 1は日本列島の本州以南・朝鮮半島・東シナ海な

どを含む領域 2025 km×2025 kmを 4.5 km格子でカバーし，

第2領域（Domain 2）は九州をカバーする450 km×450 km

を 1.5 km格子で，第 3領域（Domain 3）は九州北部およ

び山口県をカバーする 220 km×200 kmを 500 m格子で，

最も内側のDomain 4は九州北部豪雨が発生した地域周辺

をカバーする 100 km×100 kmを 167 m格子で解像するよ

うに設定した．次の節で計算領域と地形表現について詳

述する． 

 

b) 数値実験の考え方と設定 

豪雨など積乱雲活動が関与する極端現象を気象モデル

により定量的に再現するためには，対流に伴う運動を十

分に解像することが重要である．Weisman et al.6)は，非静

力学過程が本質的な対流の組織構造を表現するためには，

4 km程度の解像度が必要であること示した．これは力学

過程から理論的考察に基づき提案した考え方であり，明

快な概念である．一方，気象モデルでは，様々な物理過

程が複雑に相互作用するため，数値計算上の安定性基準

のみでは判定できない数値的なノイズが発生しうる．そ

のため気象モデルには，乱流混合といった物理的な混合

効果に加え，数値的な人工粘性も付加され，計算安定性

が確保されている．しかし，この人工粘性は格子スケー

ルの変動を物理的であるかどうかに係わらず減衰させる

ため 7)，気象モデルの実質的な分解能は格子幅の 6 倍程

度とされている 8)．したがって，従来「雲解像シミュレ

ーション」として称されてきた1kmオーダーの格子幅で

は，実際には対流現象を十分に解像することが困難であ

る． 

また，豪雨などの極端現象を定量的に表現するには，

日本のような複雑地形を有する場合には，複雑な地形を

できるだけ精緻に表現することが必要不可欠である 9),10)．

Oku et al.10)は，2004年台風 18号による強風の気象モデル

による再現性を評価するため，WRF モデルと気象庁非

静力学モデル NHM とによる極値の再現性を比較した．

同じ1kmの計算格子幅で実施したシミュレーションを比

較したところ，同じ 1km であっても，WRF のほうが強

風がより強く再現されることが分かった．これは，

NHM の場合には計算の安定化のため急峻な斜面をなだ

らかにする地形の起伏に対するフィルターがあり，地形
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の表現性が異なるためである．このことから，急峻な斜

面など地形の複雑さをより正確に気象モデルで表現する

ことが，極端現象の再現のためには必要であることが分

かる． 

以上の考察から，本研究では，オーダー100 m の格子

幅での高解像度数値シミュレーションをすることにより，

九州北部豪雨の定量的な再現を試みる．100 m オーダー

の格子幅での計算領域Domain 3および 4での詳細地形を

気象モデルで作成するため，国土地理院 50 m メッシュ

数値地図の DEMデータを用いた．一方，1 kmオーダー

の格子幅の計算領域Domain 1および 2での地形作成には，

全球 30秒メッシュ値のGTOPO30を用いた．図-3-1から

図-3-4にDomain 1から4でのモデル地形を示す．この地

形を用いたシミュレーションをコントロール実験とする． 

次に，地形を精緻に表現することによる豪雨の定量的

な再現性への効果を把握するため，コントロール実験の

対照実験として，Domain 3 および 4 でも GTOPO30 を使

ってモデル地形を作成した場合についても調べる．

GTOPO30 の空間解像度が 1 km 弱であるため，Domain 3

と4での地形はおおよそ1 km間隔のデータからそれぞれ

の格子幅 500 m および 167 m に補間して作成した．

GTOPO30により作成したモデル地形を図-3-5および図-

3-6 に示す．この場合のシミュレーションを地形感度実

験とする．図-3-5 と図-3-6 の地形を国土地理院 50 mメ

ッシュ値から作成した地形と比べると，尾根や谷筋・川

筋など地形の微細な構造は，50 mメッシュ値から作成し

た場合のほうがより精緻に表現されていることが分かる．

一方，GTOPO30 から補間することで Domain 3 と 4 の地

形を作成してしまうと，1 km未満の空間スケールの微細

地形はそもそも表現しえない． 

以上のコントロール実験および地形感度実験を実施す

る．WRF モデルの初期値・境界値に用いる気象データ

として，気象庁メソスケールモデル（MSM）解析値お

よび米国環境予測センター（NCEP）最終解析値（Final 

  

 

 

図-3-1 コントロール実験でのDomain 1の地形 

 

Analysis）を用いた．ともに6時間間隔のデータを利用す

る．本研究では，各時刻の解析値（予報モデルの初期値）

のみを用いることとする．そのため，本研究での数値シ

ミュレーションは，予報計算とは異なる．計算の初期時

刻は，コントロール実験・地形感度実験ともに2017年 7

月 4日 9時（日本時間，以下同様）とした． 

 

 

 

 
 

図-3-2 コントロール実験でのDomain 2の地形 

 

 
 

図-3-3 コントロール実験でのDomain 3の地形 

 

 
 

図-3-4 コントロール実験でのDomain 3の地形 
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図-3-5 地形感度実験でのDomain 3の地形 

 

 
図-3-6 地形感度実験でのDomain 4の地形 

 

(3) 数値実験の結果 

最初に，コントロール実験により再現された線状の停

滞性降水系の振る舞いを図-3-7に示す．ここでは，2017

年 7月 5日 13時から 18時までの 1時間間隔での数値実

験結果を示している．また，図-3-8に気象庁による解析

雨量を示す．モデル計算値は，レーダー観測値による降

水強度表現と同様とするため，高度 2 km での降水粒子

の混合比をレーダー反射強度に換算することにより示し

た．なお，観測値である解析雨量は，各時刻の前 1時間

の積算降水量に対応することに留意する必要がある．ま

た，モデル計算値と解析雨量とで表示する領域が異なる．

コントロール実験の結果を見ると，福岡県南部地域で線

状の降水系が東西に伸び，それが図中の期間中に停滞す

る様子が再現されていることが分かる．対応する時刻の

解析雨量と比べると，コントロール実験は，実際に観測

された降水系の停滞性と持続性を良好に再現していると

言える．メソ降水系の発達の時間推移と空間分布がこの

ように良く再現されたことで，雨量の定量的な表現も良

好であるものと考えられる． 

次に，コントロール実験により得られた積算雨量を見

てみる．計算開始時刻から 2017年 7月7日 9時までの積

算雨量をコントロール実験および解析雨量について図-

3-9 に示す．観測された積算雨量と似たような空間パタ

ーンを数値実験は良く再現していることが分かる．定量

的に見ると，数値実験では積算雨量がピークで 500 mm

程度であるのに対し，解析雨量では 1000 mmを超える値

を示している．解析雨量は，レーダー計測値を地上での

雨量計により補正して空間的にマッピングしたものであ

るが，雨量計がない場所ではレーダーによる推定値を表

すことになる．そのため，解析雨量の 1000 mm超という

数値が実際に観測されたかどうかは分からないため，数

値実験の結果が定量的な再現と言うにはほど遠いという

わけではないであろう．朝倉アメダス地点の雨量と比べ

れば，数値実験の結果は定量的にも良いものだと評価し

てよい． 

以上のコントロール実験の結果を地形感度実験と比べ

てみる．図-3-10 に，地形感度実験で得られた積算雨量

分布を図-3-9 と同様に示す．図-3-10 から，九州北部豪

雨が発生した福岡県南部の地域において，積算雨量が

300 mm を超える場所があることが分かり，降水が局地

的に集中する様子は地形感度実験でも再現されていると

言える．しかし，図-3-10 の結果を図-3-9 と比べると，

福岡県南部地域での降水は定量的には地形感度実験のほ

うが少ないことが分かる．すなわち，地形感度実験では，

線状降水系が再現されるものの，その停滞性は弱く，降

水強度も弱いのである．コントロール実験と地形感度実

験では，Domain 3とDomain 4でのモデル地形のみが違う

だけであり，それ以外の WRF モデルの設定はすべて同

一としている．したがって，図-3-9 と図-3-10 で示され

る積算雨量の違いは，地形の微細な起伏を精緻に表現す

るか否かによって現れたものと考えられる． 

図-3-11 にコントロール実験および地形感度実験それ

ぞれのDomain 4で得られた格子点別の期間積算雨量と降

水強度の頻度分布を示す．積算雨量で見ると，両実験で

どちらかが系統的に雨量が多いという傾向は認められな

い．Domain 4の領域サイズは両実験で同じであるため，

このことは両実験での水蒸気収束や降水を含めた水収支

は全体で評価すれば大きな違いはないことを示唆してい

る．一方，降水強度のほうは，時間雨量 90 mmを超える

強い極値側においてコントロール実験での頻度が高くな

っていることを示している． 

図-3-11 で見られた実験別の降水特性の違いを環境条

件の違いから調べてみる．図-3-12 は，両実験での

Domain 4における全格子点の時系列データから対流有効

位置エネルギー（CAPE）および対流抑制（CIN）の頻

度分布を示す．CAPE については両実験間でいずれかが

大きいという顕著な傾向は見られない．しかしCINにつ

いては，数値が 50 程度以上になると，コントロール実

験の場合のほうが低頻度となることが見てとれる．つま

り，対流活動を抑制する効果が，コントロール実験の場

合に軽減する傾向にあることを示している． 
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(a) 

 
(b)  

 
(c)  

 
(d)  

 

(e) 

 
(f)  

 
 

 

図-3-7コントロール実験による降水分布．2017年 7月5日

(a)13時，(b)14時，(c)15時，(d)16時，(e)17時，(f)18時の数値 
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(a) 

 
(b)  

 
(c)  

 
(d)  

 
(e)  

 
(f)  

 
 

図-3-8 気象庁解析雨量データによる降水分布． 

2017年 7月 5日(a)13時，(b)14時，(c)15時，(d)16時， 

(e)17時，(f)18時． 

 

 
 

 

 
 

図-3-9 気積算雨量分布．（上）コントロール実験，

（下）解析雨量 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-3-10 地形感度実験による期間積算雨量 
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図-3-11 コントロール実験(赤実線)と地形感度実験(青実線)

で得られたDomain 4での格子点別の積算雨量（上）と降水

強度（下）の頻度分布 

 

 
 

図-3-12 コントロール実験(赤実線)と地形感度実験(青実線)

によるDomain 4でのCAPE（上）およびCIN（下）の頻度分

布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) まとめ 

水平格子幅 167 mという高解像度数値シミュレーショ

ンを行い，線状降水系の停滞性と持続性を再現すること

ができ，福岡県南部地域で 500 mm を超える雨量を再現

することができた．100 m オーダーの格子幅を設定する

ことで，対流運動を十分に解像することができ，かつ複

雑地形の微細構造を気象モデルに再現することができた．

この二点が雨量の定量的な再現に繋がったものと考えら

れる． 

同じ解像度でも用いる地形データの分解能が不十分だ

と地形の微細性が表現されず，相対的に滑らかな地形と

なってしまう．地形表現の感度を調べる対照実験から，

微細地形を精緻に表現することが，線状降水系の停滞性

と持続性の再現には必要であると言え，結果として豪雨

の極値の再現に必要であることがわかった．このような

豪雨の定量表現により，災害影響の評価が可能となると

言える． 

以上のことから，高解像度シミュレーションする場合

には，単に格子幅を細密にして対流運動を詳細に分解す

るだけでは十分ではなく，地形の微細性をも精緻に再現

することが大事であると言える．  

本実験で再現された雨量は，解析雨量に比べてかなり

の過少評価であった．解析雨量の妥当性の問題もあると

は言え，より正確に雨量を再現することが求められる．

このためには，積乱雲内の降水粒子の生成過程や乱流過

程など微細規模の物理過程の理解に基づく的確なモデリ

ングが必要だと考えられる． 
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4.  過去事例との比較 

向川 均・竹見 哲也 

 

(1) 日本における停滞性降水系と平成 29 年 7 月九州北

部豪雨 

日本の暖候期には，梅雨前線や台風の活動により，し

ばしば集中豪雨が発生し，ときには甚大な災害に至る．

とりわけ梅雨期には，前線の停滞性が高いため，前線活

動に伴う降水系も停滞する傾向にある．また，これら停

滞性の降水系は線状に組織化することが多く，線状降水

帯と呼ばれる 11)． 

線状降水帯の組織化のメカニズムや豪雨の発生機構は，

これまで主に事例解析による研究がなされてきた．事例

解析によって個別事象の詳細な物理機構を理解すること

ができるが，それらを一般化するには事例を多数積み重

ねることが重要である．この点で多数事例に基づく統計

的な解析が，事例解析と並んで進められるべきであると

言える．しかし，統計解析による集中豪雨の研究はこれ

まで数少なかった．近年，レーダーや衛星による高頻

度・高分解能のデータの蓄積が進んだことで，集中豪雨

や降水系の統計的な研究がなされるようになってきた．

津口・加藤 12)は，1995～2009年という長期間にわたる期

間を対象とし，4～11 月に発生する集中豪雨を解析雨量

データから客観的に抽出し，豪雨をもたらす降水系の実

態を統計的に調べた．解析の結果，降水系の形状は，抽

出された事例の 2/3 程度の場合に線状であることが分か

った．このことから，集中豪雨をもたらす降水系の多く

は，線状降水帯であると言える． 

Unuma and Takemi13)は，気象庁の全国合成レーダーデー

タ（1 kmメッシュ，1時間毎）を用いて，2005～2012 年

の 8 年間を対象とし，5～10 月の暖候期における停滞ま

たは低速で移動する降水系（準停滞性降水系）の特徴と

発生環境条件を調べた．図-4-1は，日本全国での準停滞

性降水系の発生頻度を示す．発生頻度の高い地域は，太

平洋側，九州地方，中国地方，中部地方内陸部，関東地

方内陸部に分布していることが分かる．一方，図-4-2は，

準停滞性降水系のうち線状に組織化したものの割合（百

分率）の全国分布を示したものである 14)．線状に組織化

した準停滞性降水系の割合は全般として高いことが分か

り，とりわけ図-4-1で発生頻度の高い地域では線状降水

系の割合も高いことが見てとれる． 

図-4-1および図-4-2において九州北部地域を見ると，

準停滞性降水系の発生頻度は全国的に見ても高く，準停

滞性降水系のうち 9割以上は線状に組織化することが分

かる．さらに，線状の準停滞性降水系の走向で最も高い

頻度で出現する方位の全国分布を図-4-3に示す．南西・

北東の走向の場合が全国で最も出現頻度が高く，九州北

部でも同様の傾向が見て取れる．ただし，九州北部の一

部の地域（福岡県南部）では，西・東の走向の頻度が最

も高い． 

このように九州北部では，準停滞性降水系の出現頻度

が全国でも最も高い地域のひとつであり，準停滞性降水

系のほとんどが線状に組織化し，その走向は南西・北東

が卓越するものの一部の地域では東西方向の場合も見ら

れる．こういった気候的な背景に基づき，平成29年7月

九州北部豪雨が発生したのである． 

 

 
図-4-1 準停滞性降水系の地域別の発生頻度の全国分布

(Unuma and Takemi13)より) 

 

 
 

図-4-2 準停滞性降水系のうち線状の割合の全国分布 (Un-

uma and Takemi14)より) 

 

 
 

図-4-3 準停滞性降水系の走向の全国分布 (Unuma and 

Takemi14)より) 
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(2) 総観気象場の特徴 

気象研究所の解析 15) によると，2017年 7月 5－6日に

おける福岡県・大分県での豪雨発生時には，大気下層で

東シナ海から九州地方に流入した暖湿流と，対流圏中層

で流入した寒気に伴い，大気成層の安定度が低下し，対

流性降水が発生しやすい大気状態であったことが指摘さ

れている． 

そこで，当時の総観スケールの大気環境場が同時期に

おける過去の状態と比べ，どの程度極端であったのか否

かを検証するため，津口 16) を参考に，1958年～2017年ま

での過去 60 年間の気象庁長期再解析データ（JRA-55）

を用いて，対流圏中層の温度，大気下層の暖湿流の強さ，

及び大気成層の安定度の平年偏差について調査した．な

お，JRA-55再解析データとして，緯度経度1.25度格子の

日平均 p-面解析値を用いた． 

a)  対流圏中層の温度 

まず，豪雨発生時の2017年7月5日における500hPa温

度について解析した．その結果，豪雨発生時には，九州

付近には-6.4℃の寒気が流入していたことが明らかにな

った．この寒気に伴う温度偏差は，気候学的標準偏差で

規格化すると，九州付近で-1.3，東シナ海で-1.6（図-4-4）

となり，当時の大気中層の温度は，平年値に比べやや低

温ではあるが，さほど極端な低温ではなかったことが分

かる． 

次に，7 月上旬における九州北部（33.75°N, 130°E）で

の 500hPa 温度の経年変動を調査した（図-4-5）．その結

果，同時期に九州北部には，幾度も-10℃に達する寒気

が流入していたことが分かる．従って，2017年 7月 5日

に観測した九州北部付近における対流圏中層の寒気の強

さは，さほど顕著ではないことがこの図からも明らかと

なった． 

 

 

 

 
 

図-4-4 気候学的標準偏差で規格化した 2017年 7月 5日におけ

る 500hPa温度偏差． 

 

 

 
 

図-4-5 6 月 30 日から 7 月 10 日の期間における九州北部

（33.75°N, 130°E）での 500hPa 温度の最高・最低値の経年変動

（赤実線）．黒実線は，7 月 5 日の値の経年変動．横軸は年

（西暦）． 

 

b)  大気下層での水蒸気流入量 

発生した豪雨の影響を受けない大気環境場の特徴を抽出

するため，豪雨発生直前の時期（7月 4日と 5 日の 2 日

間での平均値）における豪雨発生域の上流域を解析対象

領域として，大気下層での水蒸気流入量について調査し

た．ここで，解析対象領域を，図-4-6 で示された白枠で

囲まれた矩形領域（31.25°N～ 33.75°N，126.25°E～130.0°E）

と定義した．この図から，東シナ海から九州へ大気下層

（950hPa）で多量の水蒸気が流入していることが確認で

きる．また，東シナ海で大気下層の水蒸気量が増加して

いることから，海面からの水蒸気供給も無視できないこ

とが示唆される．なお，解析対象領域において，7 月 4

日と 5日の2日間で平均した 500hPa温度の平年偏差は約

-1.6℃程度（規格化偏差は-1.4）であった． 

次に，過去 60年間の再解析データを用いて，7月上旬 

 

 
 

図-4-6 平成 29年 7月 4日と 5日で平均した，950hPaにおける

水蒸気フラックス（矢印：kg/kg・m/s）と，比湿（色塗り：

kg/kg）．白枠は解析対象領域． 
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図-4-7 6月30日から7月10日の期間における連続した2日
間及び，解析対象領域（図-3 参照）で平均した 950hPa 水蒸

気フラックススの東向き成分（kg/kg・m/s）の最大・最小値

（赤実線）の経年変動．黒実線は，7月 4日と 5日の 2日間

での平均値．横軸は年（西暦），水平線は平年値． 
 
の解析対象領域における大気下層（950hPa）での水蒸気

フラックスの東向き成分（kg/kg・m/s）の経年変動につ 
いて調査した（図-4-7）．この図から，2017 年の 7 月上

旬に観測した大気下層水蒸気フラックスの東向き成分の

大きさは平年値よりも大きく，確かにこの時期としては

多量の水蒸気が大気下層で九州北部に流入していたこと

が分かる．しかし，その偏差は，さほど顕著では無く，

同程度の正偏差を持つ暖湿流は，過去にも多数出現して

いることも明らかである．従って，2017年に観測された

大気下層の暖湿流の強さもさほど顕著ではないことが確

認できる． 
c)  大気の成層安定度 

次に，同時期における大気成層の安定度について解析

を行った．ここでは，500hPa飽和相当温位と950hPa相当

温位の差（前者から後者を差し引いた値）を大気成層 
 

 
図-4-8 2017年 7月 5日における大気成層の安定度の水平分

布．大気成層の安定度は，500hPa 飽和相当温位と 950hPa 相

当温位の差（K）として定義した．白枠は解析対象領域（図

-3と同じ）． 
 

の安定度の指標とした．この値は，950hPaに存在した空

気塊を500hPaに持ち上げたときに空気塊に働く浮力の大

きさを示しており，その値が負で大きいほど大気の成層

状態は不安定で対流性降水が発生しやすいと考えられる． 
図-4-8に，2017年 7月 5日における大気成層の安定度

の水平分布を示す．この図から，九州からその西方域に

かけて，その値が-6K 以下と大きな負となる領域が拡が

っており，この時期，九州では大気の成層状態はかなり

不安定であったことが分かる．このように，九州北部で

大気の成層状態が不安定となったのは，図-4-6 で示され

たように，大気下層の水蒸気量が大きかったことと，大

気中層で寒気が流入していたことが原因である．一方，

その他の西日本では，安定度の値が正となる領域が拡が

っており，大気成層は安定していた． 
また，図-4-9に，過去60年間の再解析データを用いて，

7 月上旬の解析対象領域における安定度（K）の経年変

動について調査した結果を示す．この図から，2017 年 7
月上旬における大気の成層状態は，この時期の平均的な

状態に比べて不安定ではあるが，さほど極端に成層不安

定な状態ではなかったことが分かる．但し，赤実線で示

されるように，2017 年 7 月上旬では安定度は常に-4K 程

度以下であり．大気成層が持続して不安定な状態であっ

たことは特徴的である．このように大気成層状態が持続

的に不安定となったのは，過去 60 年間で 5 回程度出現

したことも見て取れる． 
d)  大気環境場の出現頻度分析 

以上の解析から，2012年 7月上旬の九州豪雨発生時の

大気環境場は，大気下層での暖湿流の存在と，対流圏の

中層での寒気に伴う不安定な大気成層状態として特徴付

けられることが明らかになった．次に，このような大気

環境場の出現頻度に関する解析を行い，豪雨発生時の大

気環境場の特異性について吟味する． 
 

 
 
図-4-9 6月 30日から 7月 10日の期間において，解析対象領域

（図-5 参照）で平均した大気成層の安定度（K）の最大・最小

値（赤実線）の経年変動．水平線は 7月 5日の平均値．黒実線

は 7月 5日の値の経年変動．横軸は年（西暦）． 
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図-4-10の小さな点は，過去 60年間の 6月 30日から 7
月10日の期間において，解析対象領域及び連続した2日
間で平均した水蒸気フラックスの東向き成分の大きさ

（横軸）と，日平均値より求めた大気成層の安定度（縦

軸）の平年偏差の分布を示す．なお，それぞれの値は，

気候学的標準偏差で規格化した．また，等値線は，これ

らのデータ点より，カーネル法 17) を用いて推定した出現

確率密度関数（PDF）の値を示す．この値の大きい領域

に相当する大気状態が 7月上旬に九州西方の解析対象領

域で出現しやすい．また，赤い星印は，2017年 7月 5日
の値を示す．この図から，赤い星印はPDFが極大となる

領域付近に存在していることが分かる．すなわち，2017
年 7月 5日の大気状態は，この時期に，九州西方領域で

出現する典型的な大気環境場の状態であったことが明ら

かになった． 
なお，九州北部では，2012年7月中旬（14日）にも豪

雨が発生ている．このため，7 月中旬における大気環境

場の状態を，同様の指標を用いて解析した（図-4-11）．

まず，図-4-11と図-4-10の比較から，7月中旬は 7月上旬

に比べ，大気下層での東向き水蒸気フラックスが大きい

ときに大気成層状態のバラツキが大きくなることや，大

気の成層状態が不安定なときに水蒸気フラックス量のバ 
 

 

 
図-4-10. 6月 30日から 7月 10日の期間において，解析対象領

域で平均した大気成層の安定度（横軸）と，950hPa におけ

る水蒸気フラックスの東向き成分の大きさ（縦軸）の平年

偏差の分布．それぞれの値は気候学的標準偏差で規格化し

た．小さな点は過去 60年間の解析値，赤い星印は 2017年 7
月5日の値．等値線は，データ点よりカーネル法を用いて求

めた確率密度関数（PDF）を示す．この値の大きな領域の

大気状態が出現しやすい． 
 

ラツキが大きくなることを除くと，両時期における PDF
はよく似ていることが分かる．また，2012年の場合も，

豪雨発生時の大気環境場（赤い星印）は，PDFが極大と

なる領域に位置しており，やはり，この時期としては典

型的な大気環境場の状態であったことが分かる．なお，

7月上旬に比べ 7月中旬の PDFの分布が拡がったのは，

7 月中旬には九州地方は年によって梅雨明けする場合が

あり，大気状態の年々変動が梅雨最盛期の 7月上旬に比

べ大きくなるためと考えられる． 
e) まとめ 

2017年 7月上旬に発生した九州豪雨時の総観スケール

での大気環境場の特徴を吟味するため，過去 60 年間の

気象庁長期再解析データ（JRA-55）を用いた解析を行っ

た．その結果，豪雨発生時には，大気の成層状態は平年

に比べやや悪く，東シナ海から流入する水蒸気フラック

スが平年に比べやや多い状態であったことが明らかにな

った．但し，そのような大気環境場の状態は，7 月上旬

に最も出現しやすいことも明らかになった．従って，今

回のような豪雨は，この時期の九州地域ではいつ発生し

ても不思議ではないことが示唆される． 
 
 
 
 

 
図-4-11. 図-4-10と同じ．但し，7月6日から7月19日の期間．

赤い星は 2012年 7月 14日の解析値． 
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5. 平成 29年 7月九州北部豪雨の温暖化影響評価 

竹見 哲也 

 

(1) はじめに 

伊勢湾台風級の台風が将来気候に発生したとしたら，

その気象外力はどうなるのか？こういった問いに対する

回答を与えてくれる手法のひとつが擬似温暖化実験手法

である 18)．これまで，1959年伊勢湾台風，1991年台風19

号，2004年台風 18号，2011年台風 12号といった過去に

甚大な風水害を及ぼした顕著台風のダウンスケール実験

および擬似温暖化実験をすることにより，将来の温暖化

気候条件下でこういった顕著台風による気象外力がどの

ように変化するかを調べた．一方，台風起源ではない豪

雨災害については，平成 26 年 8 月豪雨といった停滞前

線活動による豪雨の擬似温暖化実験も試み，梅雨前線や

秋雨前線といった停滞前線に伴う集中豪雨の温暖化影響

についての今後の方向性を示した． 

前線性の集中豪雨について温暖化影響の分析を深化さ

せるため，「平成 29 年 7 月九州北部豪雨」を対象とし

て擬似温暖化実験により温暖化影響を探った． 

 

(2) 擬似温暖化実験の手順 

ダウンスケール実験には，領域気象モデル WRF を用

いた．豪雨をもたらした線状に組織化した降水系を十分

に解像するため，ネスティング機能を用いて対象領域の

最も細かい解像度が 500 mとなるように領域設定した．

WRF モデルの計算領域は図-2-1 から図-2-3 の３段階ネ

ストとした．Domain 1 が 4.5 km格子・2025 km×2025 km

領域，Domain 2が 1.5 km格子・450 km×450 km領域，Do-

main 3が 500 m 格子・220 km×200 km領域である．初期

値・境界値の 3次元気象データおよび地表面データとし

て，JRA-55を用いた．500 m格子の Domain 3の地形デー

タの作成には，国土地理院 50 m メッシュ標高データを

用いた．擬似温暖化実験のための温暖化差分データは，

気象研究所MRI-AGCM3.2Sによる現在気候再現実験およ

び RCP8.5 シナリオに基づく将来気候実験のうち CMIP5

モデルアンサンブル平均のSSTでドライブしたケース 19)

の月平均値データ 20)を用いた．7 月に発生した豪雨のた

め，7月平均の温暖化差分データを利用した． 

計算開始時刻を 7月 3日 00 UTC，3日 12 UTC，4日 00 

UTC，4日12 UTCとずらして計算し，初期時刻別のアン

サンブルの再現実験および擬似温暖化実験を実施した． 

 

(3) 結果 

7月 3日 00 UTCおよび 4日 00 UTCを計算初期時刻と

した再現実験および擬似温暖化実験のDomain 3での 7月

4日 18 UTCから 7日 00 UTCまでの積算雨量の分布を図-

5-1 と図-5-2 に示す．再現実験結果から，九州北部豪雨

災害が顕著であった福岡県南部での積算雨量の分布パタ

ーンは，初期時刻によらずに似ているものの，定量的に

は大きな差が生じてしまうことが分かる．4日12 UTCの

場合のほうが現実に近い結果である．一方，擬似温暖化

実験の結果からは，初期時刻によらず豪雨の空間パター

ンは似ており，また，定量的にも大きな差はないことが

分かる．再現実験と擬似温暖化実験との違いを見ると，

3日00 UTCを開始時刻とした場合には温暖化条件で積算

雨量が増加しているものの，4日00 UTCを開始時刻とし

た場合には温暖化条件で雨量が増加していない．このよ

うに初期時刻の違いに対して温暖化条件の感度の現れ方

が違うという結果となった． 

再現実験と擬似温暖化実験との間の積算雨量および時

間雨量強度の違いを見るため，Domain 3 全格子点での 7

月4日18 UTCから7日00 UTCの間の時系列データから，

積算雨量および時間雨量の頻度を求めた．その頻度分布

を図-5-3に示す． 

 

 
 

 
 

図-5-1 再現実験で得られた 7月 4日 18 UTCから 7日 00 

UTCの期間の Domain 3での積算雨量の分布．計算初期時刻

は，上が 7月 3日 00 UTC，下が 7月 4日 00 UTCである． 
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積算雨量については，計算開始時刻に対する違いはある

ものの，おおよそ擬似温暖化実験の場合に積算雨量が多

い場合の頻度が増大していることが分かる．一方，時間

雨量については，擬似温暖化実験の場合に強い降水強度

の頻度が減少している．これまでの理解では，強い降水

強度の頻度は温暖化条件で増加すると言われてきたため，

それと反対の結果を図-5-3は示している．Domain 3での

可降水量を見ると温暖化条件で増加しているものの，対

流圏の気温減率は温暖化条件で小さくなっている（すな

わち大気が安定化している）ことが分かる．可降水量の

増加は降水量の増大に繋がるものの，気温減率の低下は

対流活動を抑制する作用がある．この相反する効果のい

ずれが勝るかによって降水の強弱が決まると考えられる

ため，今回の結果からは気温減率の安定化効果が温暖化

条件で現れたと言える． 

 

 
 

 
 

図-5-2 擬似温暖化実験で得られた 7月 4日 18 UTCから 7

日 00 UTCの期間の Domain 3での積算雨量の分布．計算初期

時刻は，上が 7月 3日 00 UTCの場合，下が 7月 4日 00 UTC

の場合である． 

 

 

そもそも積乱雲の発達は，弱い強制力の場合には，ラ

ンダム性の高い現象である．こういった現象に対して温

暖化影響を分析するためには，より緻密なアプローチが

求められている．今回の結果は，前線性の集中豪雨，さ

らには局地的な豪雨といった事象について温暖化影響を

分析するための今後の手法開発の必要性を示唆している． 

 

(a) 

 
(b)  

 
(c)  

 
(d)  

 
図-5-3 Domain 3での (a) 積算雨量および (b) 時間雨量の頻度

分布．図中凡例の PREは再現実験，PGWは擬似温暖化実験

を，時刻は異なる計算開始時刻の数値実験の場合を意味す

る．また，Domain 3での (c) 可降水量および (d) 対流圏の気温

減率も示す． 
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６. おわりに 

中北  英一 

 

今回の豪雨は,梅雨タイプの豪雨,そして土砂や流木流

出としては最悪クラス（国土交通省が洪水や高潮外力に

用いているLevel 1, Level 2で言うとLevel 2）に匹敵すると

考えられる．気候変動による影響がどれくらいあるかは

今後気候変動影響評価研究のなかで明らかにされて行か

れる中，日本中で梅雨タイプの豪雨の頻度が増加するこ

とは明らかになってきている２１）．またこれまでは,九州

と東海以東とでは梅雨豪雨をもたらす南方からの水蒸気

の流入具合が異なる中，気候変動によって東日本でも九

州タイプの梅雨豪雨が生起し出すことも推測されている
1）．そういう意味では，今回のような最悪クラスの梅雨

豪雨は九州以外でも生起し出す可能性が高い． 

したがって，50 年後をイメージすると下記のように

なる．すなわち，気候変動適応になるということも含め，

王道でとして降雨予測技術の飛躍的な向上とそのための

降雨観測技術のさらなる向上と水蒸気観測技術の飛躍的

な向上が実現されていることを期待する． 

 

1) 夜中から未明に発生しやすい梅雨豪雨の場合，前

日の遅くとも午後 9 時には，数時間後には梅雨豪

雨がどこに発生するという予報が必要である．何

故か，逃げるしかないからである． 

2) そのためには，大気上層の寒気浸潤や下層の水蒸

気浸潤が的確に予測される必要がある． 

3) そのためには，リモートセンシング技術の向上，

特に水蒸気の動きを詳細にセンシングできる技術

の実現を果たす必要がある． 

4) また，降水レーダーにより降水粒子はかなりの精

度，空間分解能で観測できるようにはなってきた

が，それをはるかに凌駕する技術，すなわち，多

周波で全天の気流，水蒸気，雲，降水粒子を一瞬

に観測できる技術が現業化されているべきである． 

5) 雲物理プロセスも飛躍的に理解が進んでそれをベ

ースにした大気モデルが開発されているべきであ

る． 

6) 上記の超理想的なセンシング技術を大気モデル計

算の初期情報として利用する技術もも必要である． 

7) そして，それらが現業の実時間手法となるために

は，超々スーパーコンピューターが実現している

必要がある． 

8) また，降雨予測情報を的確に利用する技術も発展

している必要がある．いくら上記の超理想的なセ

ンシング技術が現業化されても，初期の場にはノ

イズが存在する．すなわち，一つだけの予報計算

だけでは現実に生起する豪雨を予測できない．し

たがって，超多数のアンサンブル計算が必要であ

るとともに，そのアンサンブル予測情報を避難な

どの減災にどう実時間で利用するかという考え方，

技術が飛躍的に向上している必要がある． 

 

以上が，豪雨の予測技術として実現しておくべきである． 

 最後に，梅雨豪雨の特徴と減災について触れておく． 

梅雨豪雨で我が国の大河川が越水氾濫する危険性は小

さい．むしろ，大河川に流れる支川，いわゆる中小河川

で洪水や土砂流出が生起する．そして局地的だから故に

一旦豪雨があると本川よりいきなりシビアーな人的被害

を伴う災害になる．このことが長年繰り返されている．

中小河川は全国あまたあるからなかなか対策がおぼつか

ない．しかし，「いきなりシビアーな人的被害を伴う災

害」である．したがって，中小河川にもしっかりした外

力（大気以外の河川や斜面諸量）の観測態勢と減災計画

が必要である．このことは気候変動適応にもなる．特に，

「いきなりシビアーな人的被害を伴う災害」であるが故

に，中小河川においても最大クラス想定は極めて重要で

ある．そのためにも，降雨予測技術の飛躍的な向上とそ

のための降雨観測技術のさらなる向上は大きく役に立つ

ことになる．勿論，気候変動下での最大クラス想定にお

いてもである． 
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